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■ はじめに                    
 

科学技術は、人類が二足歩行を始めることで視野が広がり、手を使い知恵を発達さ

せる中、人が持つ「知的好奇心」や「知的活動」を源にしており、人が、地球と共に

生きながら、人の文化を大切にして社会生活をしていく営みの根幹をなすものです。 

また、科学技術は、人々の生活や環境及び文化に豊かさをもたらすもので、新産業

の創出など経済の発展を促しながら、地球環境問題や健康・福祉など、人類の直面す

る多様な課題の克服に貢献するための手段となるものです。 

本県は、県政運営を科学技術の面から支えるため、1990（平成２）年に科学技術政

策の基本的な方向を示す「神奈川県科学技術政策大綱」（以下「大綱」という。）を

全国に先駆けて策定し、県試験研究機関や（地独）神奈川県立産業技術総合研究所

（ＫＩＳＴＥＣ）を中心に、科学技術政策に取り組んできました。 

将来にわたり、社会が持続的に発展していくためには、科学技術の成果を生み出す

未来への投資を行っていくとともに、科学技術によりイノベーションを起こしていく

仕組みを備えた拠点を形成し、イノベーションを起こす人材を育てた上で、ここで生

み出された新たな科学技術等を地域社会に実装し、県民の生活に届けていくことが求

められます。 

また、科学技術イノベーションは、現状の課題から将来の潜在的ニーズを推察する

ことや、科学技術の進展を踏まえた創造力ある社会創りなど、科学技術を推進する側

と科学技術を活用する側(社会)の双方にとって大切で、双方の対話が必要・重要なも

のとなっています。 

国においても、このような社会環境の変化及びそれへの対応の重要性などを踏まえ、

2020（令和２）年６月に科学技術基本法が科学技術・イノベーション基本法に刷新さ

れるとともに、新たに、人文科学を含んだ科学技術の振興とイノベーション創出が位

置付けられています。そして2021（令和３）年３月には、第６期科学技術・イノベー

ション基本計画が策定されました。 

そこで、神奈川発の科学技術によるイノベーションを起こす取組によって、社会課

題の解決に挑戦していくとともに、持続可能な未来社会を切り開いていくことを目指

して、社会環境の変化や国の科学技術政策の動向などを踏まえ、新たな大綱を策定し

ます。 
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序章 神奈川の科学技術を取り巻く状況 

序章 神奈川の科学技術を取り巻く状況 

１ 神奈川の地域の特徴 

神奈川は、首都圏に位置するとともに、豊かな自然や歴史・文化などの魅力にあふれ

たくらしやすい地域です。また、科学技術に不可欠な知的活動を担う人的・物的資源が

充実し、多彩な産業が活発に展開される活力に満ちた地域でもあります。 

こうした地域の特徴や恵まれた資源を十分に生かしながら、神奈川らしい科学技術に

よる豊かな社会創りに取り組んでいくことが重要です。 

（１）くらしやすさと進取の精神に富む県民性 

○  首都東京に隣接する神奈川は、箱根や丹沢大山のやまなみ、相模湾から東京湾に

至る変化に富んだ海岸線など、多彩な自然環境に恵まれています。都市としての利

便性を有しつつ、自然を身近に感じ、味わうことのできる地域であり、「職」「住」

「学」「遊」のバランスがとれた生活を可能としています。 

○ また、神奈川は、近代日本の幕開けの地として、西洋文明の我が国の窓口とな

り、新しい歴史を切り拓いてきました。こうした歴史的な伝統は、進取の精神に

富み、開放的な県民性を培ってきました。このような文化・風土は、創造性が求

められる科学技術分野の醸成に適したものといえます。 

（２）知的資源の充実 

○ 神奈川という地域の持つ魅力は、科学技術の原動力となる知的資源の集積を着実

に促してきました。 

○ 地域社会に立脚した研究活動を行う県試験研究機関は、自然災害や感染症等へ対

応する研究・モニタリングや自然・生活環境の保全など県民生活に繋がる活動を実

施する一方、農業や水産業の分野でも、首都圏という巨大で多様なニーズを持つ消

費地を抱えるなどの立地条件を生かして、鮮度や付加価値が高い産品を目指す取組

や環境と調和する技術開発等が進められています。 

〇 また、科学技術や産業支援の中核機関である(地独)神奈川県立産業技術総合研

究所、栄養学や看護学、公衆衛生学等を担う（大）神奈川県立保健福祉大学、臨

床研究と医療を担う（地独）神奈川県立病院機構、ライフサイエンスに関する産

学公連携を推進する中核的な機関である(財)木原記念横浜生命科学振興財団など

が連携して、地域に密着した様々な活動が展開されるようになっています。 

○ 独立行政法人では、理化学研究所や海洋研究開発機構、情報通信研究機構、宇

宙航空研究開発機構など、世界的にも最先端の研究機関が立地しています。 

○ 加えて、県内には52の大学が立地し、理工系大学では科学技術に関する活発な研

究活動が行われ、人文科学を有する大学では総合的な取組なども行われています。

また、研究開発型企業や高度なものづくり技術・技能を有する中小企業など、高度

先端産業の集積も進んでいます。 

〇 インベスト神奈川（2004（平成16）年から2015（平成27）年度）やセレクト神

奈川（2016（平成28）年から2022（令和４）年度現在）などの企業誘致施策の効

果（2022（令和４）年４月までの累計で402件）もあって研究開発機能が充実して
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おり、学術・研究機関の事業所数は423ヶ所と首都東京に次ぐ科学技術県です。 

○  県内在住の研究者や技術者は約34万人にものぼり、知的財産の発明者等の在住者

数も全国トップクラスです。多彩な知的資源の集積が進むことで、異分野間の交流

による新たな知的財産の創造や技術革新が期待できる地域になっています。 

（３）活発な産業活動 

○ 県内には、約28万の事業所が立地し、年間の工業製品出荷額は約16兆円と全国第

２位です。起業を支援するインキュベート施設の設置も進んでいるため、ベンチャ

ー企業の創出が促進され、新たな産業に繋がることが大いに期待されています。 

○ 鎌倉や箱根などでは全国的にも知名度の高い伝統工芸品が生産されており、こう

した商品ブランドや伝統的な技術を育む文化も神奈川の魅力の一つとなっています。 

○ また、県内総生産は、オーストリア等欧州の中堅国一国分に匹敵するものとなっ

ています。グローバルな活動を展開する企業も増えており、県内の産業活動は国内

経済ばかりでなく、国際経済においても大きな影響力を持っていると考えられます。 

（４）科学技術振興の取組の蓄積  

○ 神奈川県では、1978（昭和53）年に「頭脳センター構想」を提唱して以来、頭脳

型（知識集約型・技術集約型）の産業構造への転換を積極的に促す産業政策と科学

技術政策を展開してきました。 

○  その一環として、1989（平成元）年に整備されたのが、全国初の都市型サイエン

スパークであるかながわサイエンスパークです。研究開発型企業が生まれ、育ち、

集い、交流する拠点として、全国から注目を集めてきました。また、この拠点には、

先端的な科学技術分野における研究や人材育成等を行う（公財）神奈川科学技術ア

カデミーや、ベンチャー支援等を行う（株）ケイエスピーが設立されました。 

（公財）神奈川科学技術アカデミーは、2017（平成29）年に神奈川県産業技術セ

ンターと統合し、（地独）神奈川県立産業技術総合研究所となり、県の科学技術政

策、さらには産業政策を現場で担う総合的なイノベーション推進機関として、より

広範な活動に取り組むようになっています。 

○  一方、県試験研究機関は地域に密着し、県民に開かれた研究機関として、県民や

地域、産業界のニーズの把握に努め、これに即した試験研究・技術支援・実証・普

及活動に力をそそぐとともに、産学公連携の中で産業界や大学等が求める仲介役な

どの役割を果たしています。 

また、高度成長期に急速に工業化・都市化が進んだ本県では、環境問題がいち早

く顕在化したことから、汚染状況の測定や原因分析等の活動を通じて、安全で安心

な県民生活のセーフティネットとしての機能を担ってきました。 

２ 課題先進地域・神奈川 

今後、日本全体でインフラ・社会的コストが増大し、社会ニーズも多様化してい

く中で、科学技術が様々な社会課題を解決していくという期待があります。 

神奈川は、海・山・川と都市群があり、様々な日本の社会課題を把握することが

できる、日本の縮図ともいえる地域です。また、科学技術の社会実装のためのエビ

デンス（実証の結果）やインパクトを分析・活用することができる優位性を持って

序章 神奈川の現状 序章 神奈川の科学技術を取り巻く状況 
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いることから、社会課題解決に向けて先進的に挑戦し、取り組んでいきます。 

（１）生活・社会ニーズの多様化・複雑化 

○ 県内に多様な地域を抱える神奈川では、食生活を含む生活習慣の変化に伴い、

「健康」面でのニーズがますます多様化し、食の安全の確保・向上や疾病に強い体

づくり、私達の身の回りで使用されている化学物質の安全性などに対する関心も高

まっています。「介護や福祉」などの分野でも、誰もが生き生きとくらせるよう、

くらしをサポートするための機器や技術の開発が求められています。 

○ 消費行動においても、品質と付加価値、環境への配慮などの視点が重視されるよ

うになってきました。また、高度情報通信技術の急速な普及・拡大に伴い、生活の

様々な場面でこれらの技術が活用されることが期待されています。 

○ 加えて、自然災害や大規模地震などの増加により、自然界や環境の問題への関心

が高まっており、災害への対策や、環境と調和しながら社会経済活動を支えていく

エネルギーの開発や利活用方策の応用展開が一層求められています。 

（２）少子化、高齢化と人口減少 

○ 神奈川県の人口は、2006（平成18）年５月以降、全国で第２位の水準を維持して

きましたが、2020（令和２）年にピークを迎え、2021（令和３）年に初めて人口減

少に転じました（マイナス5,160人）。 

また、県の将来人口推計では、今後、少子化の進行とあわせ、全国を上回るスピ

ードで高齢化が進展し、生産年齢人口が急速に減少することが予測されます。 

（３）産業構造の転換と社会合意形成の重要性 

○ 県内の産業構造は、知識集約型・技術集約型へと着実な転換が進み、「インベ

スト神奈川（セレクト神奈川）」などの取組により、その流れが一層色濃くなっ

てきました。今後、京浜臨海部等を中心に、企業等の研究開発機能の集約・再編

やオープンイノベーション拠点の整備などが進むことが予測されます。 

〇 科学技術によるイノベーションを創出し、地域で利活用していく上でも、社会

課題を俯瞰的に捉え科学的知見に基づいて社会と対話し、合意形成をしていくこ

とが大切です。そのための科学技術基盤（人材、コミュニケーション、リスクや

失敗を受容する風土）の形成が一層求められています。 

３ 神奈川県の近年の科学技術の取組 

〇 前大綱の計画期間（2017（平成29）年から2022（令和４）年）では、県の政策

に沿った重点研究目標の設定を行い、地域ニーズを踏まえた研究開発を推進し、

特区を活用した研究開発や実用化支援、科学技術に基づく情報の発信や人材育成

などの成果をあげてきました。 

〇 健康長寿社会と新たな市場・産業の創出を目指す「ヘルスケア・ニューフロン

ティア」を推進し、また、「神奈川スマートエネルギー計画」や「さがみロボッ

ト産業特区」など、分野横断的に幅広く科学技術の実用化や普及・活用を図る取

組などを進めてきました。 

〇 県の科学技術イノベーション活動を推進する中核拠点として、首都圏連携拠点   

序章 神奈川の科学技術を取り巻く状況 
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のかながわサイエンスパーク、世界のゲノム研究を牽引してきた理研横浜のある

末広地区に加え、再生・細胞医療などの研究開発を担う川崎市殿町地区や民間主

体の湘南ヘルスイノベーションパークなどにおいて、大学や企業の研究者・技術

者が、組織と分野の枠を超えた異分野融合でオープンイノベーションを展開して

いく取組なども推進してきました。 

 〇 さらに、2016（平成28）年度から感染症対策の検査技術開発にも取り組むなど、

将来リスクへの先駆的対応の活動も展開するとともに、地域の大学と地方自治体

の連携強化が求められる中では、神奈川に本部を置く横浜国立大学や県立保健福

祉大学等との一層の組織的連携にも取り組んできました。 

４ 人・社会・未来に応える科学技術の重要性 

〇 現在の日本は激動の社会変革の時代にあるといえます。1945（昭和20）年以降

の戦後日本を支えた、欧米からの技術導入による重厚長大産業を中心とした経済

成長モデルは製造拠点のグローバル化等で通用しなくなるとともに、かつてない

程の少子化と超高齢社会等の課題を抱えています。 

〇 また、年々増加する自然災害への防災・減災や、自然環境の保全、持続可能な

生活・環境と調和する経済活動等への一層の科学的アプローチが求められるよう

になる中で、新型コロナウイルスを契機とした大きな社会変革が起こっています。 

〇 こうした社会変革や、自律性高く経済・生活・自然がしなやかに調和・躍動す

る地域へのシンパシーの高まりなどを背景に、東京集中のビジネスからの脱却や、

生み出された新たな社会的価値観を実現するイノベーションがこれまで以上に求

められています。 

〇 イノベーションは、技術革新に留まらず、科学的な発見又は発明や新商品・新

サービスの開発、そのほかの創造的活動を通じて新たな価値を生み出し、これを

普及することにより、経済社会の大きな変化を創出するとされています。 

さらに、現代の諸課題に対峙し、豊かで持続可能な社会を実現するためには、

人間や社会を総合的に理解することが必要であり、イノベーションの創出にはプ

ロセス全体にわたり自然科学と人文科学との連携・協創が大切とされています。 

〇 国においても、地方を活性化し、世界と繋がる「デジタル田園都市国家構想」

を掲げるなど、社会活動が複雑化する中で、生活・社会ニーズに科学技術で応え

ていくとともに、ＤＸやＧＸ（グリーントランスフォーメーション）など、科学

技術の進展を活用して日々のくらしを豊かにする未来創生の取組に挑戦していく

ことが必要とされています。 

〇 このような中では、科学技術を元に無（ゼロ）から有（イチ）を生み出し、大

学等の有望シーズを育て、社会実装していくことが急務です。 

 また、県試験研究機関等では、長年地域で醸成してきた科学技術の可能性を可

視化し、蓄積した「知」や「ノウハウ」を軸にして、神奈川の産学公連携のリー

ド役の発揮が、より強く求められてきています。  

序章 神奈川の科学技術を取り巻く状況 
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第１章 基本目標及び計画期間           

 １ 基本目標 

本県では、全国に先駆けて科学技術政策に取り組んできた中で、社会情勢の変化や

国の第６期科学技術・イノベーション基本計画の方向性などを踏まえ、今後、科学技

術イノベーションを推進し、その成果を社会に実装していくことで「豊かな未来社会

創り」ひいては「いのち輝くマグネット神奈川」を実現することを目指して、次の３

つの基本目標を掲げます。 

基 本 目 標 

目標１：安全・安心な生活・環境を県民が実感できる地域社会の実現 

少子化と高齢化が進み、社会活動が複雑化する中で価値観が多様化し、誰も取り

残さない各人の多様な幸せ（ウェルビーイング）を実現できる社会が求められてい

ます。このためには、年々増加する自然災害への防災・減災や感染症の防疫などに

加え、多様な視点から見た安全・安心の確保が必要です。 

そこで、科学的アプローチに基づく課題解決により、安全・安心な生活・環境を県

民が実感できる地域社会の実現を目指します。 

目標２：持続可能性を備えた基幹産業の創出・育成による地域経済の活性化 

過去には経済活動の成長が生活や環境の悪化を引き起こす事象もあり、相反するも

のとして規制により律した時代もありましたが、これからは、ＳＤＧｓの理念に謳わ

れるように、経済活動は持続可能な生活・環境との調和の中でグローカルに成長して

いくことが必要です。 

そこで、生活や環境面との調和を、コスト負担ではなく潜在的成長ニーズとして

捉える中で、日本の国際競争力強化に繋がる基幹産業の創出（新産業創出）や育成

（既存産業の高度化も含む）を進め、地域経済の活性化を目指します。 

目標３：課題解決と未来創成に挑戦するイノベーション人材が輝く共創の場の形成 

大きな時代変革期を迎える中で、科学技術を基軸にした課題解決と未来創生が、こ

れまでになく強く求められる時代です。 

そこで、失敗を恐れず挑戦し続ける「人」を評価し、失敗を許容し、再挑戦を促す

ことができる環境の整備と、社会文化の形成を目指します。また、理工系に加えて人

文科学も含む「科学技術の推進・活用・社会創りの俯瞰的な視点＝総合知」を大切に

し、科学技術力を結集・活用しイノベーションを起こしていくことのできる人材が輝

く共創の場の形成を目指します。 

２ 計画期間 

  ２０２３（令和５）年度から２０２６（令和８）年度（４年間） 

 

第１章 基本目標及び計画期間 
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■ 第２章 県の役割と施策の基本的な方向       

１ 県の役割 

「基本目標」（第１章）を実現するために、県は、県試験研究機関を軸として、

国や市町村・大学・企業・研究機関と、社会全体の立場に立った「公（おおやけ）

のビジョン」を共有し、国内外の関連機関などと連携しながら、そして社会との対

話と交流を大切にしながら、次の役割を担います。 

(１) 地域活力の形成と地域社会への貢献 

ア 「科学技術」と「生活・環境」との間を繋ぐ 

〇 県は、より良い生活・環境づくりを目指し、科学技術の成果が社会や県民生活

の様々な場面で活用され、科学的知見によって防災・減災・防疫等が効果的に進

むように、科学技術を生活・環境に繋いでいく役割を担います。 

〇 特に、多様化する将来の潜在的な社会ニーズを、常に現場の視点から捉え、産

学公連携活動を推進して地域社会に展開していきます。 

イ 「科学技術」と「市場・産業」との間を繋ぐ 
〇 県は、地域経済全体の活力を高めていくことを目指し、科学技術の成果によっ

て産業を創出・育成していくため、独創的で新たな「知」を社会で使える「技術」

にして、「市場・産業」まで繋げていく役割を節々で担います。 

〇 特に、サイエンスパーク等の拠点を中心に、大学・企業等の様々な活動主体に

よる組織・分野の枠を超えた異分野融合の取組と社会実装を促進させていきます。 

ウ 「科学技術」と「人・社会」との間を繋ぐ 

〇 県は、課題解決と未来創生を目指し、多様な人材が将来に渡って集い活躍する

よう、科学技術の基盤を共創の場と未来社会に繋いでいく役割を担います。 

〇 特に、非競争領域における「多様な人材・知・技術を呼び込み育成する共創の

場」については、公的使命を県と共有する大学等との連携・協働活動を強化し、

企業や地域社会等も加え、科学技術を活用する総合的施策展開を図るとともに、

多様な人材の育成に向けた取組を推進します。 

(２)国内外との交流・連携・展開 

科学技術イノベーションにより、探求心から生まれる新たな「知（サイエン

ス）」、その社会実用性を高め具体化された「技術（テクノロジー）」、新たな知

や技術等を社会で実証した「結果（エビデンス）」は、普遍性・共有性の高い公共

的科学資産です。 

これらは、神奈川発の独創性を持った取組として地域の強みであり、ＳＤＧｓを

はじめとした昨今の多様化する社会的課題の解決に向けた強力な手段となります。 

地域社会に立脚し、地域社会に貢献することを根底に置きつつ、神奈川発の技術

を世界へ展開できるよう、国内外との連携・交流・展開も図るという複眼的な視点

で科学技術イノベーション活動を推進するとともに、これを担う人材育成を推進し

第２章 県の役割と施策の基本的な方向 
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ていきます。 

 ２ 施策の基本的な方向 

(１) 安全・安心な生活・環境を実現する科学技術活動の展開 

ア 健康長寿社会の実現に寄与する科学技術活動の展開 

生活支援ロボットなど超高齢社会に対応した医療・福祉技術や、食をデザイン

（機能性・腸内細菌・免疫）していく研究開発を推進します。また、研究成果の

社会への活用を図るとともに、未病の科学的なエビデンスの確立や県民の健康に

寄与する検査・モニタリング活動に取り組みます。 

 イ 自然災害等に対応する研究・モニタリング活動の推進 

   自然災害の原因となる地震や火山、台風の活動に対する調査・研究、災害対応

ロボットなどを活用した防災力の強化に向けた活動、放射線等のモニタリング活

動、感染症対策への総合的な研究・検査活動などに取り組みます。 

 ウ 自然・生活環境の保全など県民生活に繋がる活動の推進 

森林等の自然環境の保全・再生に向けた活動や大気・水質等の生活環境の保全

に向けた研究・モニタリング活動を行います。また、生活に関わる様々な分野で、

これまでに蓄積したデータや科学的な知見を生かし、研究成果を県民生活に繋ぐ

取組を推進します。 
 エ 生活・環境へ貢献する新たな技術・サービスの実証 

県試験研究機関が有するフィールドや、県立保健福祉大学や慶應義塾大学が有

するコホート研究のフィールドを活用して、新たな技術・サービスを実証し評価

していく活動を展開していきます。また、これら活動と連携した行政の社会実装

事業（例：未病指標）などの活動を強化していきます。 

(２) 基幹産業の創出・育成を実現する科学技術活動の展開 

ア 知的創造活動の展開と産学公連携による共同研究の推進 
神奈川発のイノベーション創出に向け、県試験研究機関と神奈川県立産業技術

総合研究所などの地方独立行政法人等（以下「県試験研究機関等」という。）が

中心的な役割を担い、大学や企業、研究機関等と連携した知的財産の創造及び活

用を促進させるとともに、産学公の連携による共同研究などを推進します。 

イ 中小企業支援などによる研究成果の産業への活用 

県内企業等の技術力の向上や知的財産を生かした競争力強化のため、研究開発

や技術移転、製品化、起業化等に関する支援を行います。また、第一次産業に対

しては、品種及び生産技術の開発・改良等の研究・導入支援を行います。 

ウ 市場展開を見据えた産業支援 

新しい技術を活用した製品等の円滑な市場への流通・普及のため、製品等の性

能評価や試験計測、商品開発支援など、市場展開を見据えた取組を推進します。 

エ 成長産業の創出・育成支援に向けた研究活動等の展開 

産学公の連携による研究成果の実用化などにより、最先端医療、未病、ロボッ

ト、エネルギー産業など成長産業の創出・育成を推進します。 

また、国家戦略特区などを活用した規制緩和等の提案で、新しい技術やサービ

スの社会実装に向けた支援活動を展開します。 

第２章 県の役割と施策の基本的な方向 
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オ サイエンスパーク等のイノベーション拠点の活動 

神奈川の科学技術イノベーション活動を重点的に行う拠点として、かながわサ

イエンスパーク・殿町・湘南地域を軸に、大学や企業及び自治体が組織や分野の

枠を超えていく異分野融合プロジェクトを推進するとともに、各拠点の特色を生

かした共創活動を展開し拠点間の連携も進めていきます。 

(３) イノベーション人材が輝く共創の場を実現する科学技術活動の展開 

ア イノベーションを生み出す人材の育成 

神奈川の知的資源や産業の集積をさらに促すよう、起業家や革新的な研究者、

アイデアを生み出す技術者などイノベーション創出を担い、挑戦する人材を継続

的に育成します。このため、企業の研究者や技術者、大学院生などを対象とした

先端的かつ高度な教育講座の実施やシニア人材を含めた起業支援、次代を担う理

工系人材をはじめとした多様な人材の育成に向けた取組を推進します。 

イ 子どもたちの科学技術に対する興味・関心の喚起 

次代の科学技術を担う人材を育成するため、子どもたちや子どもたちを支える

家族などに対して、様々な機関と連携しながら科学技術に触れる多様な機会を提

供することで、子どもたちの創造性・探究心・主体性・チャレンジ精神を育み、

科学やものづくりに対する興味・関心を高めていきます。 

ウ 科学技術に係る活動等の情報発信と科学技術と社会の対話 

県民が科学技術に裏付けられた情報をもとに、より豊かな生活を送ることがで

きるよう、科学技術に係る活動やその成果について、多様な発信手法や媒体を活

用し、正確かつ積極的に情報発信するとともに、対話型の科学技術活動など研究

者と県民を繋ぐ双方向のコミュニケーション活動を推進します。 

エ 関係者がビジョン・課題を共有し、共に取り組む共創の場の形成 

大学や企業及び自治体が、社会と共に歩みながら、「ビジョンを共有し科学技

術で未来を共に創っていく場＝共創の場」を形成します。新たな知の創造やリス

クヘッジ・共通課題の共有及び新しい技術やサービスの呼び込み機能等の非競争

領域の機能を充実し、そこから実用化に向けた競争領域へシームレスな展開を図

ります。  

また、人文科学の「人材・知」も参画していく科学技術を活用した新しい社会

創りに挑戦していくプロジェクト等も推進します。 

 

第２章 県の役割と施策の基本的な方向 

ヘルスケア・ニューフロンティア 

 

「最先端医療・最新技術の追求」と 

「未病（ＭＥ-ＢＹＯ）(注)の改善」の 

２つのアプローチを融合させた取組 

を進めることで、健康寿命の延伸と 

新たな市場・産業の創出を目指す。 

第２章 県の役割と施策の基本的な方向 
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■ 第３章 県試験研究機関等の活動の方向性         

１ 重点的な研究活動の展開 

県試験研究機関等において、それぞれの目的に沿った研究を推進しながら、将来

のイノベーション創出のための研究シーズの発掘に努めるとともに、大学や企業、

研究機関等との連携を図りながら、新たな高付加価値産業の創出や異分野間の連携

も視野に入れ、次のような重点的な研究活動を展開していきます。 

また、（地独）神奈川県立産業技術総合研究所（2017（平成29）年４月設立）が

地域の有望シーズを技術に育てていくイノベーション創出の総合的な取組を、（大）

神奈川県立保健福祉大学ヘルスイノベーションスクール（2019（平成31）年４月開

学）がヘルスデータや実証フィールドのコーディネート活動の展開を強化します。 

 (１) 基本原則 

(２) 重点研究目標 

県民の生活・環境・自然災害への関心の高まりや地域経済の活性化等を踏まえ、

次の重点研究目標を設定します。 

 

 

 

ア 社会課題に沿った研究 

より効果的に科学技術の成果を生み出し活用していくために、選択と集中の観

点を踏まえ、社会課題と合致するかという視点から研究を推進します。 

イ 顕在的・潜在的ニーズを意識した産学公連携活動 
科学技術の成果の社会での活用が促進されるよう、産業や県民生活及び現場の

視点や時間軸を大切にし、顕在的・潜在的ニーズを意識した研究を推進します。 

また、ＳＤＧｓに貢献していくことを強く意識した「バックキャスト方式（明

確な目標設定にあわせた共同研究チームの組成と推進）」での産学公連携プロジ

ェクトも推進していきます。 

目標１ 安全・安心な生活・環境の実現 

防災・減災・防疫、環境技術、食関係技術、介護・福祉、ＡＩ／ＩｏＴ 等 

目標２ 基幹産業の創出・育成 

最先端医療、ヘルスケア・未病、ロボット、エネルギー 等 

第３章 県試験研究機関等の活動の方向性 
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２ 各機関の活動の方向性 

県試験研究機関等は、「基本目標」を実現するために、次のような活動を展開し

ていきます。 

(１) 県試験研究機関の活動 

県試験研究機関は、若手をはじめとする研究職員の育成に取り組むとともに、シ

ーズ探求型の研究を実施することなどで、研究機能の強化を図ります。 

また、地域ニーズを踏まえ、生活環境の安全確保や農産物の品種開発等、地域課

題の解決に向けた研究やモニタリング・普及・実証活動などを行います。 

これらの取組に当たっては、幅広い分野への成果展開や、大学や企業と連携した

課題解決力の向上などの未来を見据えた取組をより一層強化していきます。 

そして、県民に開かれた機関として、継続的な情報発信や双方向のコミュニケー

ション活動などを行い、産業の振興や県民生活の質の向上に貢献します。 

(２) 地方独立行政法人等の活動 

①神奈川県立産業技術総合研究所の活動 

神奈川県立産業技術総合研究所は、神奈川発のイノベーション創出を支援するた

め、基礎研究から事業化までの一貫支援を行う「研究開発」「技術支援」「事業化

支援」の３つの柱で事業を推進します。特に、大学等の有望シーズを育てコア技術

をベースとしたベンチャー企業の創出・育成や産業界全体に貢献していく評価法を

開発して技術支援等に繋げていく活動を展開していきます。 

また、中小企業等の技術力の底上げなどを図る「人材育成」や、企業支援ネット

ワークの構築による「連携交流」に取り組みます。 

さらに、神奈川県立産業技術総合研究所に蓄積する実務ノウハウを生かして、大

学や企業等と連携した地域の中核機関としての役割を果たしていきます。 

②神奈川県立保健福祉大学の活動 

  川崎市殿町地区に2019（平成31）年に開所したヘルスイノベーションスクール

（大学院）等では、人生100歳時代の到来に向けて、未病という新しい健康観を軸に、

ヘルスイノベーションの創造を担う研究と人材養成を推進します。さらには、ヘル

スデータの解析・分析、コホート研究チームによる新技術・サービスの実証フィー

ルド活動、国際共同治験のコーディネート活動などを展開します。 

③神奈川県立病院機構の活動 

県内外の医療機関や研究機関等との積極的な協力体制や、質の高い医療人材の確

保・育成と臨床研究の推進にも力を入れていきます。 

神奈川県立がんセンター臨床研究所では、「がん生物学部、がん分子病態学部、

がん治療学部、がん免疫療法研究開発学部、がん予防・情報学部」の５研究学部体

制で研究を進めていきます。 

特に、新規のがん診断・治療開発の突破口を開くような基盤的な研究を推進すると
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ともに、ゲノム医療などの先進的な治療の実施を具体的に支援することに特化・注

力した活動も展開していきます。 

(３) 神奈川県による大学・企業等との連携・協働の活動 

神奈川の地で活動している大学や企業等の科学技術活動の社会実装を促進させる

ために、県は、関係機関と連携・協働しながら、神奈川のフィールドを預かる「公

（おおやけ）」のコーディネート機能を発揮していきます。 

具体には、組織や分野の枠を超えていく異分野融合プロジェクトを立案・推進す

るとともに、新技術・新サービス等を神奈川でいち早く実証できるよう、現場と調

整を行いアカデミアと連携しながらその結果の評価・公表等の取組を進めていきま

す。 

特に、横浜国立大学をはじめとする地域の大学等とは、「新たな社会・経済シス

テムの提案」や「イノベーションの創出・科学技術の発展」のような地域貢献に資

する活動を推進するため、多様な学術知・実践知を動員し、産業、地域、市民等の

多様なセクターと国内外を問わず、分野を超えてオープンに連携していきます。 

また、神奈川県の政策推進等では、科学技術の成果・知見を活用していくことや

社会に繋げていく活動を強化します。 
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